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平成２５年版通商白書［概要］ 

●法定外白書。我が国の対外経済政策に関する年次報告書として発行。 
●昭和２４年から毎年発行しており、平成２５年で６５回目。 

１．通商白書 

２．ポイントと構成 

●少子高齢化を迎える中で我が国が中長期的な経済成長を実現するためには、様々な施
策の展開を通じた生産性の向上が必要であるという認識の下、国際比較を交えて我が国
の生産性の現状を分析している。 

●急成長する新興国市場等の海外需要を獲得する取組（アウトバウンド）及び優れた人材・
企業等を国内に惹き付ける取組（インバウンド）の双方が、生産性向上に及ぼす効果を分
析するとともに、我が国のこれらの国際展開のあり方を示す。 

《構成》 
第１部 生産性向上と国際展開 

第１章 世界各国と比較した我が国の生産性の状況 
第２章 生産性向上における国際展開の役割 

第２部 我が国の国際展開に係る取組のあり方について 
第１章 経済連携の推進 
第２章 新興国等への戦略的な取組 
第３章 海外の優れた人材・企業の取り込み 

第３部 世界経済の動向 
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生産年齢人口比率の変化の寄与

就業率の変化の寄与

一人当たり労働時間の変化の寄与

労働生産性（マンアワー）の寄与

一人当たり実質GDP成長率

（%）

（年）

世界各国と比較した我が国の生産性の状況① 

 我が国の実質GDP成長率は、第一次石油危機の影響により成長率が低下した1974年を
除けば、1980年代後半までは4%前後の安定成長を実現。しかし、いわゆるバブル崩壊に
よりGDP成長率は大きく下落。1990年代以降、平均すると1%に満たない低成長。 

 成長率の内訳をみると、1990年以降、2000年代前半を除いて、TFPの上昇による寄与が
大きく低下しており、成長率の主たる下押し要因となっている。 

 また、一人当たり実質GDP成長率を要因分解してみると、労働生産性の上昇による寄与
が趨勢的に低下していることが分かる。 
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TFPの寄与 資本の寄与 労働構成（質）の寄与

労働時間の寄与 GDP成長率

（%）

 日本の実質GDP成長率の成長会計 日本の一人当たり実質GDP成長率の要因分解 

資料：EU KLEMS から作成。 資料：EU KLEMS から作成。 



世界各国と比較した我が国の生産性の状況② 

 中長期的な経済成長の重要な要素である生産性について、国際比較を行ったところ、我
が国の生産性は、米国の6割程度にとどまっており、欧州諸国（独、仏、英）と比較しても
低水準となっている。 

備考：数値は後方3年移動平均値。
資料：EU KLEMSから作成。

労働生産性の対米格差（米国=100）
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世界各国と比較した我が国の生産性の状況③ 

 製造業の主要産業の労働生産性について、2009年時点とピーク時の対米比の水準を見

ると、一般機械、輸送用機器等、米国を上回る生産性水準を示す産業も存在するが、い
ずれの産業もピーク時に比べて低下している。特に電気機器の低下が著しいが、これは、
米国の電気機器における急速な生産性の上昇による影響が大きい。 

 非製造業については、建設が米国に拮抗する生産性水準を示しているが、多くの産業は
米国の水準を大きく下回っている。 
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（%）

直近の対米比（2009年） ピーク時の対米比 直近とピーク時の差

電力・ガス・水道 38.1 51.5 (1985年) -13.4 

建設 84.4 84.4 (2009年) 0.0

卸売・小売 41.5 52.5 (1995年) -11.0 

飲食・宿泊 26.5 27.1 (1987年) -0.6 

運輸・倉庫 61.7 96.3 (1982年) -34.6 

金融・保険 71.2 98.0 (1995年) -26.9 

直近の対米比（2009年） ピーク時の対米比 直近とピーク時の差

化学 92.6 128.5 (1999年) -35.9 

金属 80.1 106.3 (1991年) -26.1 

一般機械 114.1 124.8 (1993年) -10.7 

電気機器 47.7 163.0 (1991年) -115.3 

輸送用機器 100.5 109.2 (1990年) -8.7 

非製造業の主要産業の労働生産性水準の対米比 製造業の主要産業の労働生産性水準の対米比 

備考：数値は後方3年移動平均値（例えば、2009年の数値は2007年、2008年、2009年の平均値）。 
資料：EU KLEMS2012年版、EU KLEMS2008年版、Bureau of Economic Analysisから作成 



世界各国と比較した我が国の生産性の状況④ 

 我が国は、生産性が高い部門の経済全体に占める割合は低く、生産性が低い部門の経
済全体に占める割合は高い。 
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備考：農林水産部門、公的部門は除いた市場経済を分析対象としている。 
    製造業は赤、非製造業は青で色づけている。 
資料：EU KLEMSから作成。 

縦軸：労働生産性水準（米国=100） 
（2003年から2007年の平均） 

日本の産業別の生産性と付加価値シェア 

※輸送用機器は航空機・船舶・鉄道を含む。
自動車のみの場合、対米比は106.1に改善。 

横軸：付加価値シェア 
（2003年から2007年の平均） 
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備考：韓国の2012年GDP値はIMFによる推計値。

資料：IMF (IFS、Outlook) から作成。

世界各国と比較した我が国の生産性の状況⑤ 

 我が国の輸出金額のGDP比は、欧米に比して低水準である。海外市場進出の可能な生

産性の高い企業が、輸出等により海外需要を獲得して経済規模を拡大すれば、我が国
経済全体の生産性が向上し得ること、また、輸出の学習効果（後述）を通じて当該企業の
生産性が上昇し得ることからみても、海外市場進出は今後ますます重要となる。 
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世界各国と比較した我が国の生産性の状況⑥ 

 経済全体の生産性の向上は、①相対的に生産性の高い部門の経済活動を拡大させるこ
と、②経済を構成する各部門がそれぞれの生産性を上昇させること、によって達成するこ
とが可能。 

 高生産性部門の経済活動拡大のためには、経済連携等の推進や新興国等への戦略的
な取組により、海外需要を獲得していくことが重要である。また、各部門の生産性上昇の
ためには、海外の優れた人材、企業の取り込み等により、我が国のイノベーションを促進
していくことが重要である。 

生産性 

生産高・雇用者 

高生産性部門の経済活動拡大 各部門の生産性上昇 

生産性 

生産高・雇用者 
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生産性向上における国際展開の役割（我が国企業の生産性の決定要因） 

 実証分析よれば、業種、企業規模、企業年齢、所有構造（外資系か否か）の違いによる
効果を除外してもなお、①輸出を積極的に実施している企業、②海外出資残高（対総資
産比）が大きい企業、③研究開発投資、情報化投資を積極的に実施している企業ほど、
生産性水準も上昇率も高いという相関関係がある。 

 本分析に基づく試算によれば、輸出、対外直接投資、R&D投資、情報化投資を積極的に
実施している企業は、そうでない企業に比べて、それぞれ19.1%、6.7%、11.4%、6.7%、生
産性が高い傾向にある。  

           lnTFP𝑡𝑡 = −7.060 + 0.504 輸出集約度𝑡𝑡−1 + 0.402 
海外出資残高

総資産 𝑡𝑡−1

+ 1.060 ln 総従業員数𝑡𝑡−1 − 0.154 ln 企業年齢𝑡𝑡−1

+ 0.029 ln 企業年齢の二乗項𝑡𝑡−1 + 0.486 外資系ダミー𝑡𝑡−1

+ 0.137 日本の子会社ダミー𝑡𝑡−1 + 1.872 𝑅𝑅&𝐷𝐷集約度𝑡𝑡−1

+ 1.558 
情報化投資

固定資産 𝑡𝑡−1

+ 産業ダミー + 年ダミー 

TFPの決定要因の説明式 

備考：係数は全て1%有意水準。 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」から作成。 
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生産性押し上げ効果の試算値（参考） 

備考：各経済活動を実施している企業について、各変数の値の上位25%内
に入る企業の平均値に、回帰分析で得られた係数をかけて算出。 

資料：経済産業省「企業活動基本調査」から作成。 

※括弧内は上位２５%企業の平均値 



備考：***は1%で統計的に有意であることを示す。 
    Pooled OLSにより推定。サンプル期間は2001年から2008年。 
    外資系企業ダミー、日本の子会社ダミーは、日本の独立系 
          企業をベンチマークとしている。 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」から作成。 

• 実証分析によれば、①輸出を積極的に実施している企業、②海外出資残高（対総資産比）
が大きい企業、③従業員数が多い企業、④企業年齢が若い企業、⑤研究開発を積極的に
実施している企業ほど、生産性水準も上昇率も高いという相関関係がある。外資系企業は、
我が国企業に比べて生産性水準も上昇率も高い。 

備考：***は1%で統計的に有意であることを示す。 
    Pooled OLSにより推定。サンプル期間は2001年から2008年。 
    外資系企業ダミー、日本の子会社ダミーは、日本の独立系 
          企業をベンチマークとしている。 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」から作成。 

TFP水準（対数値）の決定要因 TFP上昇率の決定要因 
説明変数 標準偏差 ｔ値

輸出集約度（t-1） 0.504 *** 0.016 31.67

海外出資残高／総資産（t-1） 0.402 *** 0.036 11.10
総従業者数の対数値（t-1） 1.060 *** 0.001 722.42

企業年齢の対数値（t-1） -0.154 *** 0.013 -11.74

企業年齢の対数値の二乗項（t-1） 0.029 *** 0.002 13.73

外資系企業ダミー（t-1） 0.486 *** 0.011 43.61
日本の子会社ダミー（t-1） 0.137 *** 0.003 43.98
R&D集約度（t-1） 1.872 *** 0.070 26.90

情報化投資／固定資産（t-1） 1.558 *** 0.153 10.15
定数項 -7.060 *** 0.031 -230.60
年ダミー、産業ダミー（3桁レベル）を含む
サンプル数
自由度修正済み決定係数 0.829

係数

153,515

説明変数 標準偏差 ｔ値

輸出集約度（t-1） 0.131 *** 0.010 12.73

海外出資残高／総資産（t-1） 0.086 *** 0.023 3.70
総従業者数の対数値（t-1） 0.273 *** 0.002 140.06

企業年齢の対数値（t-1） -0.029 *** 0.008 -3.40

企業年齢の対数値の二乗項（t-1） 0.004 *** 0.001 2.90

外資系企業ダミー（t-1） 0.132 *** 0.007 18.27
日本の子会社ダミー（t-1） 0.039 *** 0.002 19.35
R&D集約度（t-1） 0.650 *** 0.046 14.29

情報化投資／固定資産（t-1） 0.494 *** 0.099 4.99
TFPの対数値（t-1） -0.253 *** 0.002 -155.80

定数項 -1.842 *** 0.023 -80.97
年ダミー、産業ダミー（3桁レベル）を含む
サンプル数
自由度修正済み決定係数 0.162

係数

153,350

（参考）生産性向上における国際展開の役割（我が国企業の生産性の決定要因） 
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生産性向上における国際展開の役割（海外市場進出が生産性向上に果たす役割①） 

 既に生産性が高く海外市場進出（輸出又は対外直接投資）している企業や、生産性が高
いにもかかわらず海外市場進出していない企業が、その生産性を維持・向上しながら外
需獲得によって経済規模を拡大すれば、経済全体の生産性を押し上げることに資する。 

海外市場に進出していない我が国企業の労働生産性 
（製造業に属する50人以上の企業） 

生産性が高く、海外市場進出を行う企業の経済
規模の拡大が、経済全体の生産性を押上げ 
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労働生産性の対数値

備考：労働生産性は、労働者一人当たりの売上高として算出。

資料：経済産業省「企業活動基本調査」より作成。

海外市場進出企業

の生産性平均

非海外市場進出企

業の約28%が、海外

市場進出企業の生

産性平均値を上回

るパフォーマンス。

非海外市場進出

企業の生産性平均 

非国際化企業

輸出・FDI企業

輸出企業（非FDI）

FDI企業（非輸出）

非海外市場進出企業
輸出企業（非対外直接投資企業）
対外直接投資企業（非輸出企業）
輸出・対外直接投資企業

輸出・対外直接投資企業

対外直接投資企業（非輸出）輸出企業
（非対外直接投資）

非海外市場
進出企業

備考：労働生産性（ALP）は労働者1人当たりの売上高を意味する。グラフは非

海外市場進出企業、輸出企業（非対外直接投資）、対外直接投資企業
（非輸出）、輸出・対外直接投資企業、それぞれの労働生産性（ALP）の
分布を示している。 

資料：経済産業省「企業活動基本調査」から作成。 
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生産性向上における国際展開の役割（海外市場進出が生産性向上に果たす役割②） 

 北米・欧州に輸出を開始した企業は、高度な市場における学習効果により、輸出開始前
に比べて生産性成長率が輸出開始後4年間にわたって高くなる傾向にある。 

 今後、新興国市場が高度化してくれば、新興国市場への輸出による学習効果が現れるこ
とも期待できる。 

備考：輸出開始3年後の係数は統計的に有意でない。 
資料：伊藤恵子「輸出による学習効果の分析：輸出開始とイノベーション活動の相互作用」（2011）から作成。 

北米・欧州への輸出開始による生産性（TFP）成長率の上乗せ効果 
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生産性向上における国際展開の役割（海外市場進出が生産性向上に果たす役割③） 

 海外市場での競争を通じた学習効果により、生産性の向上に成功した事例として、以下
の企業の取組が挙げられる。 

○株式会社オプトエレクトロニクス 
• 株式会社オプトエレクトロニクスは、バーコード読み取り機器を製造・販売する企業で、創
業から8年後の1984年にバーコード技術の本場である米国に現地子会社を設立し、本格的な海
外展開を開始。 

• 当時、日本ではバーコード読み取りはCCDスキャナがメインであったが、欧米はレーザーが中
心となっており、同社は米国に進出することでレーザーへの特化に成功。 

• 米国では、圧倒的シェアを誇るシンボルテクノロジー社（現モトローラ社）と競争する中で、
顧客のニーズを汲み取り、研究開発を進め、レーザーモジュールエンジンの技術・質の向上
により付加価値を高め、生産性の向上に成功。 

• その後、1989年より、欧州へ進出すると、更なる高付加価値製品の開発、生産性の向上に成
功し、欧州市場ではシンボルテクノロジー社と対等に戦えるレベルに成長。 

• この結果、現在同社はレーザーモジュールエンジンで世界シェア2位、国内シェア1位（90%以
上）を獲得。 

写真：ハンディレーザースキャナー 写真：レーザーモジュールエンジン 
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生産性向上における国際展開の役割（中堅・中小企業の潜在力①） 

 中堅・中小企業は相対的に海外市場進出が遅れている。 
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資料：経済産業省「企業活動基本調査」から作成。
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 しかし、海外市場に進出していない中堅・中小企業のうち、4割の企業が海外市場進出に
意欲を示している。また、中堅・中小企業の約6割が、海外市場で自社製品が通用すると
考えている。 

生産性向上における国際展開の役割（中堅・中小企業の潜在力②） 
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資料：帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企
業の海外事業戦略に関するアンケート」（2013）から作成。 
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資料：帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企
業の海外事業戦略に関するアンケート」（2013）から作成。 



生産性向上における国際展開の役割（中堅・中小企業の潜在力③） 

 海外市場進出していない企業のうち、海外市場進出に意欲のある企業が解消すべきと
考えている課題は、回答の多い順に、「海外展開するための人材確保」、「海外展開する
ためのノウハウ獲得」、「海外市場に関する情報収集」となっている。 
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資料：帝国データバンク「通商政策の検討のための我が国企業の海外事業戦略に関する

アンケート」（2013）から作成。

海外市場進出していない企業のうち意欲のある企業が解消すべきと考えている課題 
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生産性向上における国際展開の役割（中堅・中小企業の潜在力④） 

 中堅企業は、雇用吸収や経済成長の源泉として世界的にも注目を浴びている。リーマン
ショックなど金融面での混乱を背景に世界的に景気が低迷した局面においても、大企業
が雇用を減少させる一方で、中堅企業が雇用創出に貢献している。 

 中堅企業は、例えばEU4か国で見れば、全企業数の2%に満たないが、売上高、雇用、
GDPに占める割合は30%を超えており、経済活動を支える源泉となっている。 

 こうした中堅企業が、国際市場に活躍の場を広げることにより、経済活動を拡大させて行
けば、国内経済の成長に貢献し、生産性を上昇させ得る。 

1.52%

98.48%

企業数

中堅企業

その他企業

31.66%

68.34%

売上高

資料：National center for the middle market (2012) 「The MIighty Middle: Why Europe's Future 
Rests on its  Middle Market Companies」
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-1,490,900 
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資料：Natinal center for the middle market (2012)  「The Mighty Middle: Why Europe's
Future Rests on its Middle Market Companies」

2010年における2007年からの雇用増減 
（EU4か国、企業規模別） 

EU4か国経済における 
中堅企業の位置付け 
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生産性向上における国際展開の役割（中堅・中小企業の潜在力⑤） 

 中堅企業の代表格が、ドイツMittelstandであり、優れたビジネスモデル（①特定の財・

サービスに特化、②海外需要の積極的獲得、③アフターサービス等を通じた顧客ニーズ
の吸収）により、世界市場での成功を収めている。 

＜ Mittelstandの戦略上の特徴＞ 
○製品特化 

・他者と競合する分野では戦わず、特定の分野
に特化してリーダー的地位に立つことを目指す。  

 “Don’t dance where the elephants play.” 
   （Mittelstandで好まれるスローガン） 
 “We only focus on one thing, but we do it  
   better than anyone else.”  
   （Flexi（犬用リードメーカー）） 
○グローバリゼーション 
・輸出や海外進出を積極的に行うことにより、 特化した
市場でもビジネス規模を確保する。 

・ドイツ中小企業は、輸出企業のシェアが高い。 
○直販とアフターサービスの重視 
○ブランド・品質重視 
○イノベーション・R&D投資 
○従業員との長期的関係 

Rational（ラショナル） 
• Rational AGは、業務用オーブン型調理器具を

製造・販売するドイツ企業。1991年頃に国際展
開を開始し、現在では世界100カ国以上で販売。
世界シェア54%。 

• 顧客の求めるものをしっかり理解するため、
250人の元料理人が、営業、応用研究、コンサ

ルティングに従事。顧客目線での提案とサービ
スを行うとともに、問題が生じた際には、サービ
スネットワークにより素早い対応を確保。 

• 製品開発は世界各地の料理人の要望を取り入
れることにより差別化を実現。製品の多くは、
56言語とこれに対応する調理方法を設定可能。 

• 生産・開発はドイツ 
    国内で実施。 



生産性向上における国際展開の役割（中堅・中小企業の潜在力⑥） 

 日本においても、中堅企業は良好なパフォーマンスを示している。中堅企業の売上高成
長率は相対的に高い傾向が見られ、雇用の純増にも貢献している。 

 中堅・中小企業のうち生産性の高い企業は、海外市場進出のポテンシャルを有している。
また、中堅・中小企業は経済成長や雇用創出の源泉ともなっている。このため、中堅・中
小企業が輸出等により海外需要を獲得して経済規模を拡大することが重要である。 
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平均値をとった。

資料：経済産業省「企業活動基本調査」個票より作成

85,285 92,760
136,171

101,348
81,985

232,097

86,053

-60,168-100,000

-50,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

資
本

金
≦

5千
万

円

5千
万

円
＜

資
本

金
≦

1億
円

1億
円

＜
資

本
金

≦
3億

円

3億
円

＜
資

本
金

≦
5億

円

5億
円

＜
資

本
金

≦
10

億
円

10
億

円
＜

資
本

金
≦

50
億

円

50
億

円
＜

資
本

金
≦

10
0億

円

10
0億

円
＜

資
本

金

（人）

備考：2001年から2008年ま事業を継続している企業について、雇用の純増数（2008年常時従業者数－2001年常時従業者数）を算出した。

資料：経済産業省「企業活動基本調査」個票より作成
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売上高成長率上位20%タイル企業の 
成長率平均値（資本金規模別） 

雇用純増数（企業規模別） 
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生産性向上における国際展開の役割（中堅・中小企業の潜在力⑦） 

 日本にも、優れた技術、ビジネスモデル等を有する中堅企業が存在。 

①ニッポン高度紙工業株式会社 
コンデンサ用セパレータの世界トップメーカー（世界シェア
約60%）。従業員431人の企業。 
 
＜海外展開＞ 
• 1941年創業。1963年より輸出を開始し、日系の有名な

メーカーをはじめ中国、韓国、欧州メーカーにも納入し
ている。海外現地法人はマレーシアにのみ展開してい
る。 

 
＜製品の特化、R&D＞ 
• コンデンサ用セパレータの製造に特化している。日本

の高度成長時代に、他の製紙メーカーが紙、段ボール
等の大量生産型の製品の製造に向かった中で、同社
はマーケットの小さいニッチ分野のセパレータを追求し、
家電メーカーの求める特殊なセパレータの製造に特化
した。 

• また、「競合と競争するな。顧客と競争せよ。」が先代
の会長の教えであり、 
顧客の事前期待値を 
上回る高品質な製品を開 
発している。以上述べた製 
品の特化戦略とR&Dにより、 
現在同社はコンデンサ用 
セパレータで圧倒的なシェア 
を誇る企業となっている。 

②株式会社前川製作所 
産業用冷凍機の製造及び販売等の冷却エンジニアリング
を主力事業とする、従業員2,200人の企業。 
 
＜海外展開＞ 
• 1924年に創業。1961年より輸出を開始し、1964年にメキ

シコに設立した工場が初の海外拠点であった。現在海
外拠点は34か国86か所にのぼる。 

 
＜高品質な製品と高付加価値サービス＞ 
• 前川製作所は、水産加工、低温物流、農産・畜産、飲料、

乳業等幅広い顧客に対し、高品質な産業用冷凍機を提
供しており、この分野での世界シェアはトップ（約35%）で、
特に冷凍船用冷却設備では世界シェア80%以上をほ
こっている。 

• 同社の製品は高品質であり、圧倒的に壊れにくく長持ち
で、耐久性に秀でている。 

• また、高付加価値なサービス 
を重視しており、各地にサー 
ビスマンを配置することによ 
り、パーツが迅速に届く等の 
迅速なアフターサービスを 
提供するだけでなく、トラブル 
の原因を解明し、再発しない 
よう改善策の提案も行ってい 
る。 

写真：コンデンサ用セパレータ 

写真：高効率自然冷媒冷凍機 



備考：日本のサービス品質を100とした時米国で経験したサービス品質は何点になるかを
調査。 有効回答数、日本人555件、米国人500件。（左図） 

    日米で同水準のサービスを受けるために支払う必要がある金額の日米比を算出。
1.00を下回れば日本の方が割安、1.00は日米同等、1.00を上回れば日本の方が割
高ということになる。（右図） 

資料：サービス産業生産性協議会「同一サービス分野における品質水準の違いに 
    関する日米比較調査結果」（2009年3月31日）から転載。  

資料：世界銀行「WDI」より作成。 
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 サービス業は相対的に海外市場進出が遅れている。 
 サービスの品質について日米比較をしたアンケート調査によれば、概ね日本の品質の方

が高いという結果だが、価格面を考慮すると日本の方が割高となる分野も存在する。品
質、価格の両面から評価の高いサービス業も存在していることから、こうした分野で日本
のサービス業が海外需要を獲得できる可能性がある。 

生産性向上における国際展開の役割（サービス業の潜在力①） 

世界のサービス輸出額対名目ＧＤＰ比（2010年） 
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生産性向上における国際展開の役割（サービス業の潜在力②） 

 サービスから財の輸出拡大や他産業の海外市場進出に影響を及ぼしている事例として、
海外のTV番組において日本の伝統文化、ポップカルチャー、グルメ情報等を紹介し、商
品の海外販売に成功している事例が存在。 

桃太郎ジーンズの販売拡大スキーム 

○株式会社TSSプロダクション「Japan in Motion」 
－桃太郎ジーンズ等の海外売上増に貢献－ 

• 広島の映像制作会社TSSプロダクションがフランスの
「NOLIFE」というテレビ局で毎週火曜日の19:30～20:00まで
30分間枠をもらい、「Japan in Motion」という日本に関する
番組を放送。 

• 内容は約9分弱日本各地の名所、グルメ、祭等をアイドル
を使い紹介、約9分弱フランスにおけるJ-POPアルバム
チャートを紹介、そして残りの約9分弱で日本のポップカル
チャーや伝統文化等を紹介するという構成になっている。 

• スキームとしては商品の紹介を番組内でし、番組HPで視

聴者によるデザイン、価格等商品に関するアンケートを通
しマーケティング調査をおこない、結果を基に成功しそうな
ものを選び指摘を参考にし、番組が協力してショップや展
示会等を通して売り出すというもの。 

• 桃太郎ジーンズはアンケート結果を反映した商品をパリの
２大有名ショップで扱ってもらうことやパリの展示会に出展
すこと等により、フランスのみならず、欧米各国さらにはア
ジアへと販売拡大。 

• 番組を通し、桃太郎ジーンズ、オタフクソースの海外での
売上拡大に大きく貢献。 
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生産性向上における国際展開の役割（海外の優れた人材・企業の取り込み） 

 我が国の生産性を上昇させるため、海外の優れた企業、人材、技術を積極的に取り込み、
国内のイノベーションを活性化させていくことが重要である。 

 外資系企業は、我が国企業に比べて、生産性（TFP）水準が48.6%高い傾向にある。 
 他方、我が国の対内直接投資残高（GDP比）は国際的にみて低水準。また、我が国企業

が国外の外部組織と協力してイノベーションを進める割合は低い。 

外部組織とのイノベーション活動を進め
た日本企業の割合は低い 
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備考：日本は2006-2008年、スイスは2003-2005年、
ニュージーランドは2003-2005年、その他の
国は2002-2004年。 

資料：西川浩平・大橋弘(2010)「国際比較を通じた
我が国のイノベーションの現状」から作成。 

我が国企業と外資系企業の 
生産性（TFP）水準 

備考：我が国企業からは子会社を
除いている。 

資料：経済産業省「企業活動基本
調査」から作成。 

（我が国企業=100） 
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備考：シンガポール及び「EU域外からの対内直接投資/GDP」は全て2010年末実績。
資料：以下の各データから作成。

＜FDI（簿価）＞ 日：財務省「対外資産負債残高統計」、英・独・韓・星：IMF「International Financial  Statistics」、
米：商務省「Survey of Current Business」、
仏：フランス銀行「The French Balance of payments and international investment position」

＜GDP、レート＞ IMF「International Financial Statistics」

（GDP比、%）

日本の対内直接投資残高（GDP比）は 
国際的に見て低水準 
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備考：1. 日本は2000-2005年、米国は1998-2000年、英国は2004年。

2. 米国のパッケージソフトは受注・自社開発を含めたソフトウェア全体。人的資源は組織構造を含む。

3. 英国の受注ソフトはパッケージソフトを含む。自社開発ソフトはデータベースを含む。

資料：Fukao,Miyagawa,Shinoda and Tonogi(2009)「Intangible Investment in Japan:Measurement and Contribution
  から作成
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生産性向上におけるイノベーションの役割（国際比較①） 

 R&D投資や情報化投資を積極的に実施している企業は、生産性（TFP）水準が高い傾向。 
 我が国の研究開発投資は、足許では伸び悩んでいるものの、国際的に見て決して低水

準ではない。一方、研究開発投資以外の人的資本、組織構造といった無形資産への投
資割合が我が国は低い。 
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日本・米国・英国の無形資産投資の構成比 
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（％、生産性押し上げ効果なし=100）

（再掲）生産性押し上げ効果の試算値（参考） 

備考：各経済活動を実施している企業について、各変数の値の上位25%
内に入る企業の平均値に、回帰分析で得られた係数をかけて算出。 

資料：経済産業省「企業活動基本調査」から作成。 

※括弧内は上位２５%企業の平均値 



生産性向上におけるイノベーションの役割（国際比較②） 

 実質IT資産の対付加価値比率の推移を、電気機器や通信といったITを生産する産業とIT
を導入する側の産業に分けて見ると、我が国はITを生産する産業では比較的米国に近
い水準でIT資産を蓄積しているが、ITを導入する側の産業では1990年代後半以降、米国
がIT資産を急速に拡大し、日米の差が開いている。 
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資料：EU KLEMSから作成。

米国では1990年代後半からITストック

が拡大。ITバブル崩壊後は、ITを生産

する産業ではITストックが減少するも

のの、ITを導入する側の産業ではITス

トックの拡大が続く。

日米の実質IT資産（ストック）の 
対付加価値比率の推移 
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資料：EU KLEMS2012年版、EU KLEMS2008年版、Bureau of 
Economic Analysisから作成 
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第Ⅱ部 我が国の国際展開のあり方 

アウトバウンドとインバウンド双方から成る我が国の国際展開は、
次の取組を軸に進めていくことが必要である。 

 
 
１．経済連携の推進 
 
 
２．新興国等への戦略的な取組 
 
 
３．海外の優れた人材・企業の取り込み 
 
 



ＴＰＰ 

米国 

カナダ 

メキシコ 

ペルー 

チリ 

マレーシア 

ベトナム 
シンガポール 

ブルネイ 

豪州 

ＮＺ 

ＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携） 

ＡＳＥＡＮ１０カ国＋日中韓印豪NZ 

経済連携の推進① 
 経済連携については、国益の確保を前提として、TPP、RCEP、日中韓FTA、日EU・EPA等の交渉を多面

的に進め、貿易相手の大部分をカバーする「経済連携の網」の構築を目指していく。 

日中韓ＦＴＡ 日EU・EPＡ 

日本 

27 

http://www.ap-infra.org/cgi-local/inter/country_top.pl?fnm=usa-j.htm
http://www.ap-infra.org/cgi-local/inter/country_top.pl?fnm=chile-j.htm
http://www.ap-infra.org/cgi-local/inter/country_top.pl?fnm=brunei-j.htm
http://www.ap-infra.org/cgi-local/inter/country_top.pl?fnm=singa-j.htm


経済連携の推進② 

 経済連携の推進により、次のような効果が期待できる。 
（１）モノ・サービス貿易の自由化 

• 関税障壁、非関税障壁の撤廃 
（２）投資の保護・自由化 

• 投資の許認可、投資後の事業活動における外資規制の緩和、透明性強化 
• 投資利潤等の送金の自由の確保 

（３）人の移動の自由化 
• 商用関係者に対するビザ発給の円滑化 

（４）知的財産権の保護 
• 模倣品や海賊版の取締り等による知的財産権の保護 

（５）貿易の円滑化 
• 税関当局の協力関係強化による通関手続の迅速化 
• 貿易関連の規制・規則の透明性向上 
 

 また、経済連携の推進により、関税障壁や非関税障壁が取り除かれ、事業環境の安定性
が向上することになれば、輸出促進や効率的なサプライチェーンの構築を通じて高生産性
部門の経済活動が増大することが期待され、我が国経済全体の生産性上昇に資する。 
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新興国等への戦略的な取組（新興国市場の拡大①） 
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 新興国地域では2010年から2020年にかけて中間層・富裕層が約14億人増加し、また、世
界の消費支出増の少なくとも約60%が生み出され、市場規模が拡大する見込みである。 
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※年間可処分所得が5,000ドル以上～35,000ドル未満の家
計を中間層、35,000ドル以上の家計を富裕層としている。 
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新興国地域では 
約14億人増加 

消費支出の増分（2012年-2020年） 

備考：データの制約上、アフリカ地域では欠損値が多
数含まれる。 
資料：Euromonitor International 2013から作成。 
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新興国等への戦略的な取組（新興国市場の拡大②） 

 新興国の耐久消費財の普及率が急速に上昇するタイミングを捉えることが重要である。
例えば、インドネシアの冷蔵庫、トルコの電子レンジ、南アフリカの乗用車等の普及率は、
変曲点の手前に位置しており、今後急速に普及率が伸びる可能性がある。 

30 

我が国の一般家庭における耐久消費財普及率の推移 
と2012年時点の各国の耐久消費財普及率 
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新興国等への戦略的な取組（新興国における競合の状況①） 

 新興国（インド、ロシア、ブラジル）の輸入額に占める各国の割合を見ると、我が国は米国、
ドイツ、中国、韓国等に劣後している。 

 最終財に比して競争力を維持していると考えられてきた中間財でも、我が国の新興国向
け輸出シェアは低下している。電気機器の中間財について、我が国と韓国の競合状況を
みると、ブラジル、インド、ロシア、トルコで2000年には我が国が韓国を上回るシェアを獲
得していたが、2010年には逆転されている。 

備考：食料は、HS1類～24類、鉱物性燃料はHS25類～27類、貴金属はHS71類。
資料：Global Trade Atlasから作成。

  

インド

ブラジルロシア

新興国の輸入額（食料・鉱物性燃料・ 
貴金属を除く）の国別シェア（2012年） 新興国の中間財（電気機械）輸入に 

占める日本と韓国の割合 
（左：2000年、右：2010年） 
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新興国等への戦略的な取組（新興国における競合の状況②） 
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449都市 668都市＋49%

新興国

339→535
（＋58%）

先進国
110→133
（＋21%）

 今後、100万人以上の都市は新興国を中心に増大し、旺盛なインフラ需要が発生する見
込みだが、インフラ受注において我が国は各地域で海外の競合に劣勢な状況。 



新興国等への戦略的な取組（新興国市場の3類型） 

 新興国市場を下記の３分類に分けて、戦略的に市場開拓に取り組むことが必要。 

（1）中国・ASEAN （2）南西アジア、中東、

ロシア・CIS、中南米
（3）アフリカ

日系企業数　約3万社 日系企業数　約3千社 日系企業数　約5百社

日系製造業が産業集積を形成。市場
プレゼンスも高いが、中韓が追い上
げ。

富裕層・中間層が育ち、市場規模も
大きく、成長率も高いが日本企業の
進出は劣後。

人口増及び市場拡大の期待が高く、
いち早い進出が必要だが日本は不戦
敗状態。

FULL 進出 CRITICAL MASS到達 成功事例の創出

①既進出分野の更なる競争力強化
②製造業だけでない幅広い産業(例
　えば、クール・ジャパン等)にお

　ける市場獲得

①有望分野への本格進出と、一定
　のシェア・存在感の獲得
②投資拡大・技術協力推進による
　資源国との関係強化

①一つでも多くの成功事例の創出
②資源・インフラ関連の個別プロ
　ジェクト獲得（実現）

日本企業（優れた中堅・中小企業／サービス業）の海外展開支援 

インフラ・システム輸出支援と戦略的経済協力 

相手国からの資源供給確保 
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新興国等への戦略的な取組（海外展開支援の基本方針） 
 成長著しい新興国市場の需要を獲得するに当たり、経済発展度合い、我が国企業の進

出状況、他国企業との競争環境を踏まえ、新興国を3つに分類し、現地のインフラニーズ
や資源供給確保の観点も考慮した上で、各国毎に戦略的に取り組むことが重要。 
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（1）中国・ASEAN

○サプライチェーンの強化による
　日本企業の生産体制強化
・RCEPの実現による関税削減・貿易円滑化
・ERIAによる地域統合の課題の分析、提言
・主要な物流ルートや電力網の整備
　（ASEAN全体）
・物流・税関手続きの円滑化支援
　（ASEAN全体）
・工業団地（ミャンマー）、首都圏開発
　（インドネシア）への関与
・域内後発国における裾野産業育成支援
　（工業化戦略への協力等）

○省エネ基準導入等による日本企業の
　市場獲得促進
・エコカー・エコ家電等の基準・制度策定
　支援（ベトナム、インドネシア等）
・販売金融に関する法制度整備支援

○ビジネス環境整備
・労働問題、知財問題への対応、
　サイバーセキュリティ環境整備

（2）南西アジア、中東、

ロシア・CIS、中南米

○国ごとに有望分野
　（自動車、日用品
　等）を特定し、本格
　的な現地進出の支援
・現地産業界とのネット
　ワーク強化 等

○開発計画やエネル
　ギー分野への協力を
　通じた経済関係の強
　化、進出の後押し
・地域開発計画への協
　力、工業団地整備
　（例：インド）
・エネルギーフォーラム
　の実施（例：インド）

○経済連携協定の締結
　等によるビジネス環
　境整備
・経済連携協定締結
（トルコ、コロンビア）

（3）アフリカ

○企業の関心喚起と進
　出機会の創出・支援
・JETROの現地体制強化

・個別プロジェクトをハ
　ンズオン支援

○安心して投資できる
　環境の整備
・投資協定の締結（既締
　結国：エジプト１か
　国）



新興国等への戦略的な取組（現地のワンストップ窓口） 

 我が国に存在する様々な中堅・中小企業及びサービス業の海外展開支援機関の連携を
抜本的に強化し、支援対象企業にかかる情報の共有及び支援策の相互乗り入れを可能
とする。 

 また、海外に進出した我が国企業が現地で直面する、法務・労務・知財問題等、様々な
問題に迅速に対処するワンストップ窓口を整備する。 
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弁護士・会計事務所、人材派遣会社等

支援機関間の連携とワンストップ窓口のイメージ 

資料：経済産業省作成。 



 新興国の3グループのそれぞれの特性に応じて、資源確保に関する戦略を検討していく
ことが必要である。 

新興国等への戦略的な取組（資源供給確保） 

供給源の多角化＜特に、優良な原料炭の確保＞

石炭

石油・天然ガス

鉱物資源

供給源の多角化と自主権益の確保・主要供給国との関係維持

供給源の多角化＜特にレアアース・レアメタル＞、最後のフロンティアであるアフリカからの供給確保

（1）中国・ASEAN
（2）南西アジア、中東、

ロシア・CIS、中南米
（3）アフリカ

・インドネシアとの関係強化
　＜自主権益の確保＞

・ロシアとのエネルギー分野等における
　関係強化＜供給源の多角化＞
・UAEとの幅広い分野での関係強化
　＜自主権益の確保＞
・サウジアラビアとの幅広い分野での
　関係強化＜最大の産油国＞

・モザンビークとのエネルギー分野に
　おける関係強化＜供給源の多角化＞

・ベトナム、ミャンマー等との鉱物資源
　分野における関係強化

・カザフスタン等との鉱物資源分野に
　おける関係強化＜供給源の多角化＞

・「日アフリカ資源大臣会合」（本年５月）に
　おけるアフリカ各国との関係強化

・モンゴルとの石炭分野における
　関係強化、インフラ確保

・ロシアとのエネルギー分野等における
　関係強化

・モザンビークとの石炭分野における
　関係強化、インフラ確保
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 我が国企業が海外事業活動において問題視しているリスクに関するアンケート調査によ
れば、中国においては、「対日感情の悪化」が91.6%と最も高く、「労務環境の変化（人件
費高騰、労働争議の頻発）」が65.0%と続いている。 

 2012年9月に中国で行われた我が国に対する抗議活動の後に実施されたアンケート調査
によれば、中国事業について「見直しが必要」、「慎重な対応が必要」との回答が63.3%を
占めた。このような企業のうち、74%の企業が中国事業への取組は今後も続ける一方で、
他国・地域へのリスク分散が重要という考え方である。 
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新興国等への戦略的な取組 （新興国展開に係るリスク－中国） 

3.0%

35.3%

46.9%

41.0%

65.0%

58.9%

60.9%

91.6%

35.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

為替変動

関税・通関リスク

税務上のリスク

労務環境の変化

（人件費高騰、労働争議の頻発）

知的財産権保護制度の

未整備・恣意的な運用

法制度の未整備

（知的財産権保護制度以外）・

恣意的な運用

対日感情の悪化

テロ・紛争・内乱

海外事業活動で問題視している
リスク（中国） 

今後の中国事業への取組みについて意識の
変化が生じましたか。（回答社数：327社）

今後の中国事業･市場に対する見通しについて、貴社の
考えに最も近いものをお選び下さい。（回答社数：207社）

7.6%

55.7%

23.2%

13.5% ■何らかの見直しが必要と感じる
ようになった。

■方向性は決まっていないが、
状況を見極めつつ慎重な対応
が必要と感じるようになった。

■特に変わらない。

■現時点では分からない。

6.3%

74.4%

11.6%

7.7%
■中国事業には大きなリスクがある

と認識し、中国事業・市場への依存
度を下げるなど見直しを行うととも
に、他国・地域での取組を強化する。

■中国事業への取組みは、今後も続
けるが、一方で他国・地域へのリス
ク分散が重要と認識している。

■中国は、ビジネス相手先や市場と
して重要であり、従来どおり積極的
に事業に取り組む。

■現時点では分からない。

中国事業・市場に対する見通しと中国事業への取組
についての意識変化 



海外の優れた人材・企業の取り込み 

 技術在留資格を持つ高度人材の新規入国者数は、リーマンショックを契機に大きく落ち
込んでおり、ショック前の水準を取り戻せていない。 

 アジア・オセアニア地域統括拠点の進出状況をみると、日本に設置されたのは152拠点と、
中国（350拠点）、シンガポール（343拠点）、香港（286拠点）を大きく下回る水準である。 

 海外の優れた人材・企業を取り込むため、出入国管理上の優遇制度、規制改革、特区制
度の強化・活用等を通じて国内の事業環境を整備することが必要である。 
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備考：年次データ。2012年のみ、入国者数から再入国者数を引いた数を新規入

国者数として、月次データを合計している。
資料：法務省「出入国管理統計」から作成。
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資料：経済産業省「2011年外資系企業動向調査（2010年度実績）」から作成。
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外資系企業のアジア・オセアニア 
地域統括拠点数 
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